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ニューヨーク市の構造転換と分極化

横　田　　　茂

Ｉ． はじめに　　問題の回顧と提示

　ニューヨーク市の人口は１９５０年７８９２万人，６０年７７８２万人，７０年７８９５万人，８０年７０７２万人
，

９０年７３２．２万人と推移してきた。この人口変動の中でとりわけ注目されるのは，７０年代における

８２万人の大幅な減少である 。その減少率はｌＯ．４％に達した。８０年代には２５万人の増加に転じたが

（増加率３ ．５％），なお７０年代に失った人口を回復していない 。

　１９７０年代の大規模な人口喪失は，ニューヨーク市に限った出来事ではなかった。この１０年問に

合衆国の人口は１１％（２ ，３００万人）増加したが，人口５万人以上の中心市とそれに社会的 ・経済的

に統合された隣接カウンティを合わせた標準大都市圏統計地区（Ｓｔ．ｎｄ。。ｄ　Ｍ．ｔ。。ｐ．１１ｔ．ｎ　Ｓｔ．ｔ１．ｔ１。。１

Ａ。。。：ＳＭＳＡ）の人口増加率はそれを下回った。とりわけ北東部や中西部の標準大都市圏では人

□が減少したが，それは主として中心市の人口が大きく減ったことによるものであった。図１は ，
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図１　アメリカの主要大都市＊の人口変化 ：１９７０～１９９０ （単位 ：％）

　　　　　一４０　　　　　－３０　　　　　－２０　　　　　－１０　　　　　　０　　　　　　　１０　　　　　　２０　　　　　　３０　　　　　　４０

＊１９５０年の人口が５０万人以上であ った都市 。

（出所）Ｎｅｗ　ＹｏｒｋＣｌｔｙ　ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＣ１ｔｙＰｌａｍｍｇ，丁加Ｎ舳６５ｆＮ舳Ｘｏｒ尾舳１９９０ －１９９４．１９９６ ，
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　　　　　　　　　　　　　　　　（５９９）
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　　立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

図２　ニューヨーク市の人口変化の要因

　　　　　　　　　　　　　（単位 二１ ，Ｏ００人）
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第２次大戦後に５０万人以上の人口を有していた１８の大都市（中心市）の，１９７０年から９０年までの

人口の変化率を表しているが，セントルイス（マイナス３６％）を筆頭に１５の都市で大きな人口減

少が生じている。それらの多くは北東部と中西部の伝統ある大都市である。これに対して人口増

加を記録したのは，大きく増加したヒューストン，ロサンジェルスとわずかな増加にとどまった

サンフランシスコをふくめて，いわゆるサンベルトに位置する３つの大都市だけである 。

　人口の増減は，自然増減（出生数と死亡数の差）と社会的増減（転出数と転入数の差）という２つ

の要因の結果である。図２を見ると ，ニューヨーク市は１９５０年代に白人市民の郊外への移住によ

り大規模な転出超過を経験していた。このような郊外化はすでに１９３０年代から始まっ ていたので

あるが，それは１９６０年代により大規模になる 。転出超過が４８．２万人にとどまったのは，１９６５年改

正移民法による門戸開放を契機として急増した移民５７．６万人が流入したからであった。はじめに

述べたように１９８０年代のニューヨーク市は８２万人という大きな人口喪失を経験するが，転出超過

はより大きく１１６万人に達した。しかし，もし７８．３万人の移民の流入がなかったならば，人口減

少の規模はさらに破壊的であったと考えられる。なぜなら，その流入がなかったとすれば，１９７０

年代の転出超過の数は１９４ ．３万人，人口の２４．６％におよんだことになるからである 。１９８０年代に

入ると転出超過は大幅に縮小し，自然増とあいまって２５万人の人口増が生じたが，それはこの１０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
年問にさらに増加した８５．６万人の移民の流入によって支えられている 。

　ところで，１９７０年代の１０年間にニューヨーク市の人口の１割におよぶ，一つの都市が消滅する

ほどの大幅な人口減少をひきおこしたのは，郊外化という要因だけではなく ，経済の構造変化と

いうもうひとつの大きな事情であ った。図３のように，第２次大戦後のニューヨーク市の民間雇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６００）
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図３　 ニューヨーク市の民問雇用 ：１９５０～１９９５年
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月ｎ

用は３１０万人前後で推移したが，１９６９年に３２５万人のピークに達したあと７７年までに５０万人以上の

減少を記録する 。とりわけアメリカ経済が恐慌を経験した１９７０年と７５年の減少は，１年間に１０万

人を超える規模であった。その後雇用は１９７８年から増加に転じ，８４年には１年間としては戦後最

大の拡大（７．３万人）を記録するが，１９７０年代に失った雇用を回復することができないでいる 。こ

うした大規模な雇用機会の減少だけではなく ，１９７０年代には産業構造の脱工業化が急速に進み
，

雇用の構造が大きく変化した。図４はこのような脱工業化に伴う雇用の変化を示している。戦後

のニューヨーク市の雇用数がピークを迎えた１９６９年は非工業部門の雇用が工業部門を追いぬいた

年でもあ った。そして７０年代の雇用の減少は工業部門と非工業部門でともに生じたが，工業部門

がより急速であ った。さらに工業部門では，製造業の減少が，その他の建設業，運輸，通信，公

益事業（電気 ・ガスなど），卸売業よりも大きかった。製造業の雇用数の減少はすでに，衣料 ・織

物， 食料品，皮革製品，家具 ・木材製品，玩具なとの都市型工業を中心として１９５０年代から始ま

っていたが，７０年代に加速されたのである。こうした製造業の衰退による雇用機会の減少は，市

内で均等に生じたのではなく ，ブルックリンとブロンクスなどに集中していた。そして１９７０年代

の人口減少の８２％はこの２つの区で生じている。仕事の機会を失った貧しい人々がとり残された

荒廃した地区では犯罪や都市問題が集中的に発生し，いわゆるインナーシティ問題が大きな社会
　　　　　２）
問題となった 。

　１９７５年に世界中の人達を驚かせたニューヨーク市の財政危機の基盤にはこのような工業の衰退

という経済的原因があり ，それは現代経済の産物としての大都市が衰退期に入ったことを意味す

るといわれた。なぜなら，都市の製造業の衰退はそれと密接に関連している卸売業の衰退につな

がり ，やがて第３次産業の衰退を招くことによって町全体の産業衰退のきっ かけになると考えら
　　　　　　３）
れたからである。製造業に従事していた生産的労働者人口の減少が大都市人口全体の減少につな

がるのではないかと予測された。このような見通しは，先に図１で見たように，古い伝統を持つ

北東部や中西部の工業都市の人口減少によって裏付けられたといえよう
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０１）



１１４ 　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

図４　 ニューヨーク市の部門別民間雇用の変化 ：１９５８～１９９１年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１ ，０００人）
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　　Ｃゐ”〃８．６〃８．厄６０〃ｏ〃２ツ，１９９３，Ｐ．５

　しかし，ニューヨーク市では製造業の雇用減少は１９８０年代にも続いたが，非工業部門の雇用は

大きく増加した（図４）。 すでに述べたように，人口も大規模な移民の流入に支えられて回復の

兆しを見せ始めた。この過程で最も脚光を浴ぴたのは，多国籍企業の企業戦略や事業展開に関す

る意思決定に必要な情報や知識を提供する「高度な法人企業サービス」（。ｄ。。ｎ。。ｄ。。。ｐ。。。ｔ。

。ｅ．Ｖｉ。。）の集積であ って，それを指標としてニューヨーク市はグローバルな経済活動の制御と管
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
理の機能を集積する「世界都市」（ｇ１．ｂ．１．ｉｔｙ）と呼ばれるようになった。サービス経済の拡大と

活況をもとに１９７０年代の大都市衰退論は後景に退いて，ニューヨークは「都市復興」（Ｕ．ｂ．ｎ

Ｒ．ｎ．１。。ａｎ。。）のシンボルとなり ，「脱工業社会」の先端にたつ都市として，わが国の東京や大阪

などの都市政策にも大きな影響を与えたのである 。

　しかし市民　人当たりの所得額を基準とすると ，この過程でニューヨーク市の相対的地位は低

下した。１９６９年には，所得水準は全米の平均を２４％，ニューヨーク州の平均を５％それぞれ上回

り， ニューヨーク大都市圏のそれより３％低かった。１９８８年の所得額は全国水準をなお１７％上回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
ったものの，州の平均と同じとなり ，ニューヨーク大都市圏のそれを１３％も下回るようになった 。

このことに注目するならば，大都市の衰退はなお進行しているように見える。そしてこうした一

人当たり所得水準の相対的低下の過程で，さらに少数の富裕層と多数の貧困層への住民の分極化

が進行した。より大きな視野の中で眺めれば，この分極化は，１９７０年代から進みつつあ ったアメ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
リカ経済の構造転換過程（。。。ｔ。。。ｔｕ．ｍｇ）において全米規模で現れた分極化の一環であった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０２）



　　　　　　　　　　　　　 ニューヨーク市の構造転換と分極化（横田）　　　　　　　　　　　　 １１５

　この小論の課題は，以上のような視野の中で，主として１９８０年代を中心にニューヨーク市経済

の脱工業過程おける人口構成の変化と分極化の様相を分析し，その政治経済的意味を検討するこ
　　　７）
とである 。

１． ニューヨーカーの変貌

　１　人口の人種 ・民族構成の変化

　表１により ，１９７０年代と８０年代を通じる人口増減の過程で生まれた人種 ・民族集団の構成の変

化を見ると ，白人の占める割合は１９７０年の６３％から９０年には４３％に大幅に低下した。逆に最も速

く増加しているのはアジア ・太平洋系であり ，総人口に占める比率は１９９０年には６．７％になった
。

次にスペイン語系住民（ヒスパニック系）は，８０年代に大きく伸びて総人口の２４．４％を占め，黒人

と肩を並べるようになっ た。

　このような変化を市内の５つの区について見ると（表２），第１に，白人の減少が特に著しい

のはクイーンズ，ブルックリン，ブロンクスの各区である。ドイッ系やイタリア系を中心とする

クィーンズの白人は１９７０年には区の人口の７８．４％を占めていたが，９０年には４８．１％までに低下し

た・ ブルックリンでも７０年には６０．８％を占めていた白人が９０年には４０．１％になった。ブロンクス

の場合は，白人は１９７０年にすでに区の人口の半分以下になっていたが，９０年には２２．７％にまで低

下している。これらの区に比べるとマンハッタンでは減少が緩やかであり ，９０年にはなお４８ ．９％

表１　ニューヨーク市の人口の変化

実数（構成比） 増加率
年 １９７０ １９８０ ユ９９０ １９７０ －８０ １９８０ －９０

総人口 ７， ８９５（１００ ．Ｏ） ７， ０７２（１ＯＯ ．Ｏ） ７， ３２３（１００ ．０） 一１０ ．４ ３． ５

白　　人 ４， ９７２（６３ ．Ｏ） ３， ７０３（５２ ．４） ３， １６３（４３ ．２） 一２６ ．２ 一１４ ．６

黒　　人 １， ５２６（１９ ．３） １， ６９５（２４ ．Ｏ） １， ８４７（２５ ．２） １１ ．０ ９． Ｏ

ヒスパニック系 １， ２７９（１６ ．２） １， ４０６（１９ ．９） １， ７８４（２４ ．４） １Ｏ ．Ｏ ２６ ．８

アジア ・太平洋系 ユユ６（１ ．５） ２３９（３ ．４） ４９０（６ ．７） １５９ ．３ １０４ ．７

その他 ２（一） ２９（一） ３９（　Ｏ ．５） １３５ ．Ｏ ８０ ．４

（単位 ：工 ，ＯＯＯ人，％）

（出所）Ｃ１ｔｙｏｆＮｅｗ　Ｙｏｒｋ， ＤｅｐａれｍｅｎｔｏｆＣ１ｔｙ　Ｐ１ａｍｍｇ，戸０７肋〃 げ伽Ｇ帥クｏク必ｆｍ　Ｒ４ｏ〃Ｎ．１１９８３，および
　　同，Ｄ舳ｏｇ閉〃加１）ブｏＺル３． １９９３から作成した 。

表２　ニューヨーク市の区の人口構成の変化 （単位 ：％）

マンハッタン ブロンクス ブルックリン クイーンズ スタツテン島

年 １９７０ ユ９９０ １９７０ １９９０ １９７０ １９９０ １９７０ １９９０ １９７０ １９９０

総人口（１ ，０００人） １， ５３９ １， ４８８ １， ４７２ １， ２０４ ２， ６０２ ２， ３０１ ユ， ９８６ １， ９５２ ２９５ ３７９

構成比
白　　人 ５４ ．１ ４８ ．９ ４９ ．９ ２２ ．７ ６０ ．８ ４０ ．１ ７８ ．４ ４８ ．１ ９０ ．２ ７９ ．９

黒　　人 ２２ ．１ １７ ．５ ２ユ ．７ ３０ ．６ ２３ ．３ ３０ ．８ １２ ．４ ２０ ．Ｏ ５． １ ７． ４

ヒスパニツク系 ２０ ．３ ２６ ．０ ２７ ．６ ４３ ．４ ユ５ ．ユ １７ ．６ ７． ８ １９ ．５ ４． １ ７． ９

アジア ・太平洋系 ３． ４ ７． ６ Ｏ． ７ ３． ２ Ｏ． ９ ２． ４ ユ． ５ １２ ．４ ０． ７ ４． ５

（出所）同前 。

（６０３）
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　　　　　　　　図５　 ニューヨーク市の移民の居住地の分布 ：１９８３～１９８９年

　　　居留移民数（人）

　　　　□
　　　　０－２，４９９

　　　　醐
　　　２，５００－４

，９９９

　　　
弘。

鰯、９９

　　　　　　　
．萱セ

　　　　鰯　　　
。刷。一。紬。 　　　　　　　　

２ｂ

　　　　一　　　　　　　　タ
　　　　１０，０００以上

（出所）Ｄｅｐａ直ｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃ１ｔｙ　Ｐ１ａｍｍｇ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ　Ｃ１ｔｙ，丁加１Ｖ；６伽川；舳Ｙ；ｏｒ尾舳ルルめ

　　 ３ゐげ伽〃なｍ〃ｏ〃ゴ〃ｏ」Ｍ３むリ Ｙｏ〃ＣカッＤ鮒加ｇ肋６１９８０ ５．
１９９２
，ｐ
．９０

を占めている。第２に，アジア ・太平洋系住民はすべての区で増加したが，最も速く伸びたのは

クィーンズであって，９０年にはこのグループの４５％程度がここに定住し，区の人口の１２ ．４％を占

めるようになった。第３に，ヒスパニック系住民は９０年にはブロンクスで区内の最大の勢力にな

った（４３ ．４％）。 ヒスパニック系はクイーンズで最も急速に比率を高めている。第４に，黒人の比

率はマンハッタンで減少し，ブルックリン，ブロンクス，クイーンズの各区で増大している 。と

りわけブルックリンは黒人の最大の定住地であり４３％がここに住み，区内の人口に占める割合も

１９７０年の２３．３％から９０年には３０．８％に上昇した 。

　こうした人口構成の変化に大きな影響を与えたのは，海外から流れ込み市内の各区に住みつい

た移民である。移民帰化局の統計によれば，１９８２年から８９年の間にニューヨーク市に流入した移

民６８５万人の地域別内訳は，北米地域（カリフ海と中央アメリカ）から４６２％，南米地域から１６５

％， ヨーロッパ地域から９ ．３％，アジア地域（主として東アジア）から２５．９％となっている。ヒス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
パニック系人は全体の３０％を占めていた。１９８３年から８９年までの移民６０．９万人の定住先をみると ，

ブルックリンが最大で３３．１％を占め，次いでクイーンズが３０ ．１％，マンハッタン２２ ．１％，ブロン

クス１３ ．２％，スタッテン島１．４％という順である。北米地域と南米地域からの移民の定住地はブ

ロンクスと ，ブルックリンに相対的に偏り ，アジア系はマンハッタンとクイーンズに集中してい

た。 さらに細かく見ると ，定住先は各区の特定のコミュニティに集中している（図５参照）。 すな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０４）
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表３　ニューヨーク市民の産業別 ・職種別就業者数の変化　　　（単位 ：１ ，０００人，％）

実　　数 構成比 増加率
年 １９９０ １９７０ １９８０ １９９０ １９７０ －８０ １９８０ －９０

１６歳以上の被雇用者数 ３２ ，５７６ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．０ 一８ ．６ １１ ．６

産業別被雇用者 ：

農林漁業，鉱業 ８８ Ｏ． ３ ０． ２ Ｏ． ３ 一３２ ．３ ３６ ．７

建設業
１， ３４０ ３． ５ ２． ７ ４． １ 一２９ ．Ｏ ６９ ．８

製造業
３， ７１８ ２０ ．７ １７ ．４ １１ ．４ 一２２ ．８ 一２６ ．７

運輸 ・通信 ・公益事業 ３， ０４３ ９． ９ １０ ．Ｏ ９． ４ 一７ ．８ ４． ３

卸売業
１， ３１５ ５． １ ４． ８ ４． Ｏ 一１３ ．３ 一５ ．８

小売業 ４， ２９０ １４ ．４ １３ ．３ １３ ．２ 一１５ ．３ １０ ．７

金融 ・保険 ・不動産業 ４， Ｏ１８ ユ０ ．７ １２ ．Ｏ １２ ．４ ２． ６ １５ ．１

サービス業 １３ ，１８４ ３０ ．１ ３４ ．９ ４０ ．６ ６． １ ２９ ．７

（専門 ・関連サービス） （９ ，２５１） （１８ ．８） （２３ ．１） （２８ ．４） （１２ ．１） （３７ ．４）

公　　務 １， ５８１ ５． ７ ４． ９ ４． ９ 一２２ ．Ｏ １１ ．８

職種別被雇用者 ：

管理，専門職 ９， ９５４ ２２ ．５ ２５ ．８ ３０ ．５ ５． ０ ３２ ．０

管理職｛専門職 ｛４４０１

５５３

１以
｛１１ ，４

４． ４

｛１３５

７０

｛８．３２．６ ｛３２ ，１

１． ９

技術職
１， ０１０ １． ４ ２． ４ ３． １ 一７ ．２ ４１ ．４

販売職
３， ３５５ ８． ２ ９． ０ １０ ．３ ０． ４ ２８ ．１

事務職
６， ７２４ ２６ ．２ ２４ ．９ ２０ ．６ 一１３ ．Ｏ 一７ ．６

サービス職 ５， ２ユＯ １３ ．４ １４ ．６ １６ ．Ｏ 一〇 ．４ ２２ ．２

農林漁業 ８４ Ｏ． ３ ０． ３ Ｏ． ３ 一１１ ．３ ４． Ｏ

熟練 ・技能 ・修理工 ２， ４４８ １Ｏ ．Ｏ ８． ４ ７． ５ 一２２ ．６ 一〇 ．６

機械 ・組立 ・雑役工 ３， ７９２ １８ ．Ｏ １４ ．５ １４ ．７ 一２６ ．６ 一１０ ．２

（出所）Ｃ１ｔｙ　ｏｆ　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ， Ｄｅｐａ耐ｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃ１ｔｙ　Ｐ１ａｍｍｇ，丁加Ｎ伽Ｙ；ｏブ是Ｇり〃６０７ ハｏ肌１９７０．１９８０＆１９９０．１９９５
，

　　Ｔａｂ１ｅ６およびＴａｂｌｅ９を合成した 。

わち，最大の集中地域は，フルノクリン中央部のフラノトフノシュ，イーストフラソトフノシュ ，

クラウンハイノ，クィーンス北西部のアストリア，エルムハーメ ト， フラノシング，ジャノクソ

ンハイソ，コロナ，サニーサイト ，およぴマンハノタン北部のづシントンハイツと南部のチャイ

ナタウンである 。

２． 産業 ・就業構成の変化

ではニューヨーク市に住み働く人々の産業構成と職種構成は討のように変わったか。表３は ，

１９９０年の１６歳以上の産業別 ・職種別被雇用者数，およぴ過去２０皐間の構成比と増加率の変化を示

している。また表４は，１９９０年に市内に住む４つの主な人種 ・鳥族集団の男女が雇用されている

産業と職種の構成比を表す。全市の平均値と比較していくつかの特徴を指摘しよう 。

　まず産業別に見ると ，第１に，工業部門で衰退する製造業に高い割合で従事しているのは，ア

ジア系女性とヒスパニノク系の男女である。第２に，運輸 ・通信 ・公益事業（電気　カスを中心と

する動力部門など）における黒人男性の高い比率が注目されよう 。第３に，非工業部門の小売業の

雇用は８０年代に増加に転じたが，アジア系男性の比率が際立っており ，ヒスパニック系男性がそ

れに続いている 。第４に，８０年代に大きく雇用が増大した金融 ・保健 ・不動産業においては，白

人男女が相対的に高いウェイトを占めている。第４に注目されるのは，７０年代から８０年代を通じ

て最も急速に増大し最大の割合を占めるようになったサービス業において，すべての人種 ・民族

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０５）
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表４　 ニューヨーク市民の被雇用者の性別，人種民族別構成 ：１９９０年 （単位 ：％）

男　　　　性 女　　　　性

白人 黒人 ヒスパニック アジア系 白人 黒人 ヒスパニック アジア系

産業別被雇用者 ：

農林漁業，鉱業 ０． ４ Ｏ． ３ ０． ４ Ｏ． ３ Ｏ． ２ ０． １ ０． １ ０． １

建設業
７． ２ ６． ６ ７． ５ ４． ８ １． １ Ｏ． ９ ０． ９ ０． ４

製造業 １０ ．１ １０ ．０ １６ ．２ １２ ．２ ９． ７ ５． ３ １９ ．２ ２３ ．８

運輸・通信・公益事業 １１ ．５ １８ ．５ １１ ．５ ９． ５ ５． Ｏ ７． ８ ４． ７ ３． ６

卸売業
５． １ ３． ５ ４． ８ ５． ５ ３． ９ １． ８ ３． ５ ４． ２

小売業 １２ ．４ １１ ．１ ２０ ．１ ３０ ．８ １１ ．４ ７． ５ １２ ．０ １５ ．２

金融・保険・不動産業 １３ ．７ ９． ４ ９． １ ９． ４ １５ ．１ １２ ．５ １０ ．２ １１ ．４

サービス業 ３３ ．７ ３３ ．４ ２６ ．９ ２５ ．０ ５０ ．４ ５６ ．５ ４５ ．３ ３９ ．２

（専門 ・関連サービス） （２２ ．０） （２０ ．２） （１３ ．０） （１４ ．７） （３８ ．９） （４５ ．４） （３１ ．９） （２８ ．４）

公　務
５． ７ ７． ２ ３． ４ ２． ５ ３． ０ ７． ８ ４． Ｏ １． ７

合　計 １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １ＯＯ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ

職種別被雇用者 ：

管理，専門職 ４０ ．Ｏ １７ ．９ １３ ．１ ２５ ．８ ４２ ．９ ２５ ．７ １８ ．１ ３０ ．２

管理職｛専門職 ｛１８６

１４ 旧
｛７．６５．５ ｛１３ ，６

２． ３

｛１７ ，４

５． ５ ｝
｛　８ ，１

０． Ｏ

｛１１ ，２

８． ９

技術職
３． ４ ３． ２ ４． ９ ２． １ ２． ９ ３． ３ ３． ９ ２． ６

販売職 １３ ．１ ６． ３ １４ ．９ ８． ７ １１ ．３ ６． ６ １１ ．７ ９． ２

事務職
９． ９ １７ ．３ １０ ．５ １１ ．８ ３０ ．４ ３４ ．３ １９ ．９ ２８ ．４

サービス職 １０ ．４ ２０ ．７ ２３ ．８ １９ ．２ ８． ５ ２５ ．２ ２２ ．４ １１ ．４

農林漁業 ０． ４ ０． ５ Ｏ． ５ ０． ２ ０． １ Ｏ． １ ０． １ Ｏ． １

熟練 ・技能 ・修理工 １２ ．６ １２ ．８ １４ ．９ ８． ６ １． ２ １． ２ ２． ９ ３． ３

機械 ・組立 ・雑役工 １０ ．３ ２１ ．４ ２４ ．９ １５ ．９ ２． ７ ３． ７ １６ ．２ １９ ．６

合　計 １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０

（出所）Ｃ１ｔｙｏｆＮｅｗ　Ｙｏｒｋ， Ｄｅｐ航ｍｅｎｔｏｆＣ１ｔｙＰ１ａｎｍｎｇ，１ｂ１ｄ， Ｔａｂ１ｅ７とＴａｂｌｅ８を合成した 。

集団を通じて女性が高い比率を占めていることである。とりわけ黒人，白人，ヒスパニック系で

は際立っている。サービス業の雇用増加の推進力となったのはｒ専門 ・関連サービス」であって ，

それらは学校，病院，社会福祉施設，法律事務所，会計事務所，経営コンサルタント会社，土木

建設事務所，調査 ・研究機関，文化施設（美術館など），非営利組織などの仕事である。これらに

おいても女性は非常に高い比率を占めているのである 。

　つぎに職種別に雇用が拡大したグループを見ると ，第１に，７０年代と８０年代を通して拡大した

管理 ・専門職では白人男女が，他を大きく引き離して高い比率を占めている。第２に，８０年代に

大きく増大した技術職と販売職では，白人，黒人およびヒスパニック系の女性の比率が高い。第

３に，サービス職も８０年代に増加した。ここで相対的に高いウェイトを占めているのは，黒人と

ヒスパニック系の男女およびアジア系男性である。これらに対して事務職関係のホワイトカラー

と， 熟練工 ・技能工 ・修理工およぴ機械工 ・組立工 ・雑役工などフルーカラーの仕事は大きく減

少した。事務職に高い割合で働くのは黒人と白人の女性である。ブルーカラー職において高い比

率を示すのは，熟練 ・技能 ・修理工についてはヒスパニック系 ・黒人 ・白人の男性であり ，機

械・ 組立 ・雑役工ではアジア系とヒスパニック系の女性である 。

　さて表５は，１９９０年における住民の産業 ・就業構成を５つの居住区の視点からとらえているが ，

そこには次のパターンが見出される。第１に，産業別就業者の分布と居住地の対応関係を見ると ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０６）
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表５　 ニューヨーク市の各区居住者の産業別　職種別就業構成 ：１９９０年

１１９

（単位 ：％）

マンハッタン ブロンクス ブルックリン クイーンズ スタッテン 島

産業別構成 ：

農林漁業，鉱業 Ｏ． ３ Ｏ． ２ Ｏ． ３ Ｏ． ３ Ｏ． ４

建設業 ２． Ｏ ４． ８ ４． ４ ５． ０ ５． ４

製造業 １１ ．９ １１ ．０ １１ ．７ １１ ．９ ６． ５

運輸 ・通信 ・公益事業 ５． ７ ３． ０ ２． ７ ２． ７ ４． ０

卸売業 ３． ７ ３． ７ ３． ８ ４． ７ ３． ７

小売業 １１ ．６ １３ ．Ｏ １２ ．５ １５ ．３ １２ ．８

金融 ・保険 ・不動産業 １３ ．５ ９． ７ １２ ．６ １１ ．４ １７ ．１

サービス業 ４８ ．Ｏ ４２ ．１ ３９ ．５ ３５ ．４ ３４ ．９

（専門 ・関連サービス） （３２ ．６） （３１ ．Ｏ） （２８ ．５） （２３ ．９） （２６ ．７）

公　　務 ３． ３ ５． ５ ５． ４ ４． ７ ７． ６

合　計 １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ

職種別構成 ：

管理，専門職 ４７ ．６ ２１ ．１ ２６ ．７ ２６ ．１ ２９ ．２

管理職｛専門職 ｛１９ ，２

８． ４

／ぷ１ ｛１１ ，２

４． ５

｛１３ ，０

３． １

｛１４５

４７

技術職
３． Ｏ ３． Ｏ ３． １ ３． ２ ３． ３

販売職 １１ ．７ ８． ６ ９． ２ １０ ．７ １２ ．２

事務職 ユ４ ．２ ２３ ．７ ２２ ．８ ２２ ．１ ２２ ．１

サービス職 １２ ．１ ２０ ．６ １７ ．４ １６ ．０ １３ ．８

農林漁業 Ｏ． ２ Ｏ． ３ ０． ２ Ｏ． ３ ０． ４

熟練 ・技能 ・修理工 ３． ４ ８． ８ ８． ３ ９． ユ ９． ６

機械 ・組立 ・雑役工 ７． ６ １４ ．０ １３ ．３ １９ ．４ ９． ４

合　　計 １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ

（出所）Ｃ１ｔｙｏｆＮｅｗＹｏｒｋ， ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＣ１ｔｙＰ１ａｍｍｇ，３０６１０６６０〃ｏ舳ご 〃ｏ〃６５．１９９３から作成した 。

最も速く成長しつつあるサーヒス業の集中度はマンハノ タンにおいて相対的に高く ，同区に住み

働く人々の４８％に達する。第２に，職種分布と居住地の対応については，管理 ・専門職従事者が

マンハッタンに住み働く人の４７．６％を占めて，技術 ・販売 ・事務職とサービス職従事者が過半を

占めるその他の４区との問に際立った対照が見出される 。

　３ ．ニューヨーク大都市圏の構成

　さて，以上で１９７０年代から８０年代を通じるニューヨーカーの変貌を，住民の人種 ・民族構成と

産業 ・職種構成の二つの側面から明らかにした。ここで人口統計を離れて，ドレナン（Ｍ．Ｄ。。ｎ 一

。。ｎ）が作成した地域問所得フローの分析を手がかりに，この問に進んだニューヨーク大都市圏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
地域（Ｃ．ｎ。。１１ｄ．ｔ．ｄＭ．ｔ。。ｐ．１１ｔ．ｎＳｔ．ｔ１．ｔ１。。１Ａ。。。：ＣＭＳＡ）の内部構造の変化を検討しよう 。表６に

は， ニューヨークの経済にとって重要な意味を持つ４つの時点が選ばれている。すなわち，経済

が第２次大戦後のピークを迎えた１９６９年，経済の衰退が底を打 った１９７７年，８０年代における拡大

がブラックマンデーによって縮小に向かう１９８７年およびその中間点としての１９８２年である 。

　第１に，この表のＡ欄は就業地において産出される所得額を示している 。１９６９年にはニューヨ

ーク市内で生み出された所得額３５４億ドルは郊外地域の産出額３０４億ドルより大きかったが，７７年

以後にはこの関係は逆転している 。これは１９７０年代以後，経済活動が大都市圏の郊外地域に速い

スピードで拡散したことを示している 。１９７７年から８８年の問にニューヨーク市の雇用は４１ ．９万人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０７）
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表６　就業地と居住地の間の所得移転 （単位 ：１００万ドル）

年 マンハッタン その他の区 ニューヨーク市 蒜ヲ下納叙 ニユージヤージー州の郊外
全郊外

Ａ． 就業地における所得額
１９６９ ２５ ，２２７ １０ ，１９２ ３５ ，４１９ １３ ，１５４ １７ ，２６４ ３０ ，４１８

１９７７ ３７ ，４９５ １４ ，９２５ ５２ ，４２０ ２３ ，８６１ ３１ ，４５５ ５５ ，３１６

１９８２ ５８ ，５９３ ２０ ，６４９ ７９ ，２４２ ３８ ，９５７ ４８ ，５７４ ８７ ，５３１

１９８７ ９０ ，２５９ ２８ ，６４３ １１８ ，９０２ ６２ ，２０５ ７５ ，５３９ １３７ ，７４４

Ｂ． 居住地への所得移転
１９６９ 一１７ ，１９９ 十８ ，９６４ 一８ ，２３５ 十５ ，５８０ 十２ ，２４２ 十７ ，８２２

１９７９ 一２４ ，８３１ 十１１ ，８０２ 一１３ ，０２９ 十８ ，６８８ 十２ ，７７９ 十１１ ，４６７

１９８２ 一４１ ，０６１ 十１７ ，５０６ 一２３ ，５５５ 十１３ ，８４８ 十６ ，７０４ 十２０ ，５５２

１９８７ 一５９ ，９９０ 十２６ ，０６２ 一３３ ，９２８ 十１９ ，３３４ 十９ ，８６６ 十２９ ，２００

Ｃ． 居住地に分配される所得額
１９６９ ８， ０２８ １９ ，１５６ ２７ ，１８４ １８ ，７３４ １９ ，５０６ ３８ ，２４０

１９７７ １２ ，６６４ ２６ ，７２７ ３９ ，３９１ ３２ ，５４９ ３４ ，２３４ ６６ ，７８３

１９８２ １７ ，５３２ ３８ ，１５５ ５５ ，６８７ ５２ ，８０５ ５５ ，２７８ １０８ ，０８３

１９８７ ３０ ，２６９ ５４ ，７０５ ８４ ，９７４ ８１ ，５３９ ８５ ，４０５ １６６ ，９４４

Ｄ． Ｃに対するＢの比率（％）

１９６９ 一２１４ ．２ ４６ ．８ 一３０ ．３ ２９ ．８ １１ ．５ ２０ ．５

１９７７ 一１９６ ．１ ４４ ．２ 一３３ ．１ ２６ ．７ ８． １ １７ ．２

１９８２ 一２３４ ．２ ４５ ．９ 一４２ ．３ ２６ ．２ １２ ．１ １９ ．０

１９８７ 一１９８ ．２ ４７ ．６ 一３９ ．９ ２３ ．７ １１ ．６ １７ ．５

（資料）Ｕ　Ｓ　Ｄｅｐａ廿ｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｅｒｃｅ，Ｂｕｒｅａｎ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｃ　Ａ
ｎａｌｙｓ１ｓ，“Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｉｎｃｏｍｅ　ｂｙ　Ｍａｊｏｒ　Ｓｏｕｒｃｅ　ａｎｄ　Ｅ

ａｍ

　　 ｍｇｓ　ｂｙ　Ｉｎｄｕｓ位ｙ　
ｆｏｒ　Ｃｏｕｎｔ１ｅｓ ，” ｕｎｐｕｂ１１ｓｈｅｄ　ｄａｔａ，Ａｐｒ１１１９８９

（出所）ＭＰＤｒｅｍａｎ，“ＴｈｅＬｏｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ
，”

ＣＢｒｅｃｈｅｒ ＆ＲＤＨｏ討ｏｎｅ
ｄ， ３３伽昭〃舳６桝Ｚ丹２０ブ２肋５ ．１９９０，

　　Ｎｅｗ　Ｙｏｒ
ｋ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９８９，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ＆Ｌｏｎｄｏｎ，ｐ３７

増加し，その増加率は１３．１％であ ったが，おなじ期問に郊外地域で増えた雇用は１３３万人，４２ ．２

％の増加率であ った 。

　第２に，Ｂ欄は就業地から居住地に移転される所得を示しているが，マンハッタンだけが流失

超過であ って，その流失額が産出額に対する割合は，６７％から６８％前後とほぼ安定している。マ

ンハッタンから流失する所得の大部分は市内の４区と郊外地域が受け取り ，さらに一定部分がニ

ューヨーク大都市圏の外へ流れ出る 。１９６９年にはマンハソタンから流失する所得の５２％を市内の

４区，４５％を郊外通勤者の居住地がそれぞれ受け取り ，３％は圏外へ流れ出ていた。８７年には受

取額の配分は，市内４区４３％，郊外４９％，圏外８％に変化している。さらにニューヨーク全市か

ら市外の通勤者の居住地へ流れ出る所得の割合も ，１９６９年の２３％から８７年には２９％へ上昇した 。

この間にニューヨーク大都市圏のなかで市内４区のウェイトが低下し，マンハッタンの職場に通

勤する人々の居住地としての郊外地域と圏外の影響力が高まったのである 。

　第３に，Ｃ欄は以上の結果として居住地に分配される所得額を表す。１９６９年には郊外地域に分

配される所得３８２．４億ドルはすでにニューヨーク市の２７１ ．８億ドルより１ ．４倍大きかったが，８９年

になると前者は後者の２倍になった 。

　第４に，こうした居住地に分配される所得額（Ｃ欄）に対する移転額（Ｂ欄）の比率を示すの

がＤ欄である。１９６９年と８７年の市内４区住民の総所得に占める移転（流入）所得の比率は４７％前

後と安定している。このことは，この２０年のあいだに進んだ住民の人種 ・民族構成とそれらの

人々が住み働く場所と部門の大きな変化にもかかわらず，マンハッタンとその経済に強く依存す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０８）



　　　　　　　　　　　　　 ニューヨーク市の構造転換と分極化（横出）　　　　　　　　　　　　１２１

る市内４区との問の求心的構造が基本的に変化しなかったことを示しているといえよう 。これに

対して中心市と郊外地域との間においては分散化が進んだ。郊外地域の総所得に対する移転所得

の比率は，受取額の絶対的 ・相対的増加にもかかわらず緩やかに低下している。これはすでに見

たように経済活動が拡散して，大都市圏の郊外がその中心市 ・ニューヨークを上回る所得を生み

出す就業地として速いスピードで発展し，独立性を強めてきたことを反映している 。しかしさら

に郊外の内部に立ち人ると ，マンハッタンヘの通勤者の所得に対する依存度はニューヨーク ・コ

ネティカット州内の郊外地域においてはかなり高く ，ニュージャージー州内では相対的に低いと

いう対照的な傾向が存在するのである 。

皿． 「世界都市」の労働市場

　前節で述べたような１９７０年代から進む雇用機会の変動と人口構成の変化の関係を解明してニュ

ーヨーク市の都市政策の方向を定めることは，市政の担当者だけでなくニューヨーク市に拠点を

持つ研究者集団にとっても緊急な課題であ った。ここではサ ッセン（Ｓ．Ｓ。。。。ｎ）による「世界都

市」形成に伴う新しい労働需要に関する研究に注目したい。これは１９７０年代から生産工程の技術

的変革と通信 ・輸送手段の効率化を基礎として急速に進む「生産と資本の世界化（ｇ１．ｂ．１１。。ｔ１．ｎ）」

過程で，ニューヨークやロサンジェルスのような特定の大都市に形成された労働市場の新しい形

態と構造を分析するものである。彼女は以下のように述べる 。

　第１に，生産工程と事務作業組織におけるマイクロエレクトロニクス技術の導入は，労働者の

技術的熟練を労働者から機械に移すことを通じて，大量の単純反復作業を分離することを可能に

する 。一方，通信衛星の利用による情報 ・輸送手段の効率化は，時問と費用の面で距離の持つ比

重を急速に小さくした。このような技術的変革を基礎として，製造 ・事務部門の単純反復作業と

ある種のサービス活動は既存の立地場所から分離されて，低賃金労働力が存在する国内と海外の

地域へ移される 。これは，多国籍企業として成長したアメリカ巨大企業が既存の生産組織と事務

組織を解体 ・細分化して国内的 ・国際的に拡散し，小工場，スウェット ・ショッ プ（条件のきわ

めて劣悪な搾取工場），家内労働などで営まれる多様な低賃金労働をグローバルな空問の中に包

摂・ 統合していく過程である。こうした生産現場労働と事務労働の変革は，かつては中程度の水

準の所得をもたらしたホワイトカラーとブルーカラーの職種の格下げと雇用機会の減少をひきお
こギ１

　第２に，製造部門と事務部門の分散化は，高度に多様化し国の枠を超えて地理的に拡散してい

る労働力を統御し，生産 ・流通 ・販売 ・金融などを計画 ・管理する高度なサービス活動，つまり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
「生産者サービス」（ｐ。。ｄｕ。。。。。。。ｉ。。）に対する大量の需要を生みだす。こうして大企業の意思決

定おいてますます重要な投入要素となっていく生産者サービスが専門的に特化して外部化され ，

それを取引するグローバルな市場が発展するが，これらのサービスを産出し販売する営利企業や

非営利団体は，ニューヨークやロスアンジェルスのような数少ない大都市に集中する傾向がある 。

こうして「新しい性格の経済的中心，つまり世界経済を運営するとともに世界経済にサービスを
　　　　　　　　　　　　　　１２）
提供する拠点としての世界都市」が出現する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０９）
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　第３に，生産者サーヒスの就業者は，産業別雇用分類において金融 ・保険 ・不動産およぴサー

ビスの項目に含まれている 。サ ッセンの計算によれば，その数は１９８７年におけるニューヨーク市

の雇用総数の３７．７％を占め，それらはマンハッタンに著しく集中している。たとえば，マンハッ

タンは全市の金融 ・保険 ・不動産部門の雇用の９０ ．４％，ビジネスサービス部門の８５％を占めてい

る・ また金融 ・保険 ・不動産とビジネスサービスはマンハッタンの全雇用の２５ ．６％と１２．７％を占
　　　　１３）

めていた・このような「世界都市」における生産者サーヒスの集中は，高い学歴を必要とする高

所得の職種に対する労働市場を拡大するが，同時に以下に述べる２つの事情によって低所得の職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）種に対する大きな需要を生み出し，大量の移民労働者を吸引する 。

　ひとつは・この部門の職種構成から生まれる直接的影響である。サ ッセンの調査によれば ，
１９７８年にはサービス産業の全職種のなかに１６．７％の低賃金職種がふくまれていた。これらのうち

教育水準の高い人々に高賃金の仕事を提供する金融 ・保険 ・不動産では１０８％，ヒジネスサーヒ
　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
スでは２３９％が低賃金職種であ った。つまり ，金融 ・保険 ・不動産，エンジニアリンク ，建築 ，

コンピュータ情報処理，会計，法律などのサーヒス部門における管理 ・専門 ・技術職の増加は ，

同時にオフィスヒルや情報 ・通信施設の維持 ・保全に関連する機械修理，清掃，警備なとの仕事

を生み出す。もうひとつは高所得職種に就く人々に特徴的な生活様式がもたらす間接的影響であ

って・こうした生活様式を支える特別料理やクルメ料理の準備，装飾品や豪華な衣料その他個人

用特別デザイン製品の生産，犬の散歩代行，清掃 ・修理 ・使い走りなどのさまざまのサービス労

働に対する需要をつくり出すのである
。

　こうした生産者サービスに関連する低賃金労働力に対する需要は，都市に残存する再編された

形態の製造業（スウェットショッ プや家内工業など）における格下げされた仕事に対する需要ととも

に， 法律や行政の規制と保護の外に都市経済のｒ非公式部門」（ｍｆ．ｍａ１ｓｅｃｔ。、）を成長させる王

要な要因となるが，その成長は移民労働力の大規模なプールの存在を条件とする。というのは ，

これらの低賃金職種は低い技能水準でほとんど言語能力を必要としないが，ひとのやりたがらな

い夜勤や週末労働を含んでいるからである。そしてこの都市経済のますます広い領域における底

辺に成長していく非公式部門が吸収する低賃金労働の多くは，公式の雇用統計からは脱落してし
まろ

６１

　さて，以上のようなサ ッセンの議論の核心は，アメリカ経済の再編成を通して成長するサービ

ス経済部門における低賃金職種の増大こそが，現代の移民が増加を続けて１９７０年代の後半からと

りわけ高い水準に達した決定的な要因のひとつであるということである。そしてこうした移民受

入国の側の労働需要に対応して移民を送りだす国の側では，１９５０年代から６０年代にかけてラテ

ン・ アメリカとアジアに対して展開されたアメリカ連邦政府の対外援助と民間企業による輸出志

向型直接投資が，これらの地域の工業化を進めて伝統的労働構造を解体する過程で過剰人口を生

み出し，潜在的移民の貯水池がつくられていた。つまり「いくつかの急速に工業化しつつある諸

国からの移民流失を促進するのとおなじ一連の基本的過程が，同時にいくつかの活況を呈する世
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
界都市への移民流入を促進してきたのである。」ニューヨークとロサンジェルスはこのような現

代経済の諸傾向が集約される主要な舞台であ った 。

　ここで移民帰化局のデータ見ると ，１９８２年から８９年までにニューヨーク市に流入した１６歳から

６４歳の年齢層に属する移民のうち，出身国での職業を申告したものは，男性で１６ ．８万人，女性で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１０）
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表７　２５歳から４４歳までの英語能力が不十分な労働者の就業先 ：１９９０年

１２３

（単位 ：％）

学　　　　　歴
産業部門 合　計

高校卒業未満 高校卒業 短大卒業 大学卒業

工業部門 ：

建設業
７． ３ ７． ５ ５． ５ ６． Ｏ ７． Ｏ

非耐久財製造業 ２１ ．６ １３ ．５ １１ ．１ ７． ５ １７ ．０

耐久財製造業 １１ ．９ ９． ２ １１ ．Ｏ ５． ９ １Ｏ ．６

運輸 ・通信 ・公益事業 ４． ９ ７． ８ ９． １ ６． ４ ６． ３

卸売業
４． ６ ４． ８ ４． ７ ３． ４ ４． ６

小　計 ５０ ．２ ４２ ．８ ４１ ．４ ２９ ．２ ４５ ．５

非工業部門 ：

小売業 ２４ ．９ ２５ ．７ ２０ ．７ １５ ．５ ２３ ．８

金融 ・保険 ・不動産業 ２． ５ ３． ８ ６． ７ ８． ７ ３． ９

サービス業 １９ ．７ ２４ ．４ ２６ ．８ ４１ ．１ ２３ ．６

公　務
Ｏ． ８ １． ３ ３． ４ ４． ２ １． ５

小　　計 ４７ ．８ ５５ ．２ ５７ ．６ ６９ ．５ ５２ ．７

失業者
１． ４ １． ５ Ｏ． ６ Ｏ． ６ １． ３

合　計 １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．Ｏ

（出所）Ｃ１ｔｙｏｆＮｅｗ　Ｙｏｒｋ， Ｄｅｐａ肘ｍｅｎｔｏｆＣ１ｔｙＰ１ａｍｍｇ，丁加Ｎ舳Ｙｏブ是Ｇり〃６ｏブ ハｏ削１９７０１９８０＆１９９０ｏｐ

　　
ｃｉｔ

．，

Ｔａｂ１ｅ１９

１１万人であった。これはこの期間における移民総数の４０．７％にすぎない。（ちなみに１８歳から６４歳

までの年齢に属する人々の数は４６ ．７万人，移民全体の６９．５％を占める）。 その職種構成を主要な３つの移

民集団について見ると ，男性では，北米地域と南米地域からの移民の５０％程度が製造 ・組立 ・機

械操作などのブルーカラー職である。アジア系の場合は，管理 ・専門職と技術職を合わせると３４

％と最も高い割合となる 。しかしアジア系には農林漁業に従事していたものが１Ｏ％以上いる 。女

性では，北米地域の４２．９％がサービス職であり ，組立 ・製造などブルーカラー 職に２１ ．９％が就い

ていた。南米地域も同じくサービス職が最大であり３２ ．６％を占め，ブルーカラー職がこれに続き

２４ ．７％である。アジア系女性の場合は，管理 ・専門 ・技術職の割合が最も高く３１ ．６％を占めてお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
り， ついでブルーカラー 職が１１ ．９％，農林漁業が！６．６％の順である 。

　こうしてニューヨーク市に流入した大量の移民は，どのように労働市場に参入したのだろうか 。

表７の雇用統計にあらわれたかぎりで，ニューヨーク市における２５歳から４４歳までの英語の能力

が不充分な移民労働者の就業先を見ると ，全体として工業部門から非工業部門へ労働市場が移動

する中で，１９９０年にはなお製造業が２７．６％と最大の比率を占めている。教育水準別に見ると ，第

１に，高校の卒業資格を持たない者が製造業に雇用される割合はさらに高く３４．５％を占め，とり

わけ労働集約的な非耐久財工業（主として衣料工業）の割合が非常に高い。第２に，高校卒業と短

大卒業の有資格者の労働市場は製造業，小売業，サービス業で最も大きくほぼ均等に配分されて

いる 。しかし８０年代に製造業の割合は急速に縮小した。第３に，４年制大学卒業資格を有する者

の４１％はサーピス業で雇用され，７０％が非工業部門で働いている。しかし生産者サーヒスの中核

をなす金融 ・保険 ・不動産業は８．７％を占めるにすぎない 。

（６１１）
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］Ｖ

．所得分布の分極化

　製造部門と事務部門の分散化にともない，中程度の所得を得ていた生産労働者と事務労働者が

減少する。他方では，大企業のグローバルな経営と管理に関連する高度なサービス活動の集中 ・

集積は，非常に高い水準の所得を得る労働者層ときわめて低い賃金で働く労働者層の急激な拡大

を引き起こした。このようなニューヨーク市の経済の再編成に伴う労働市場の構造変化が，人口

構成の変化の深部に働く基本的な動因であ った。こうして人口の規模と構成が変化する過程で
，

ニューヨーク市の杜会は富裕な人々と貧困な人々との二つの極に引き裂かれていくが，サ ッセン

が力説しているように，この分極化が意味しているのは経済の成長部門と衰退部門との対立的傾

向だけではなくて，主要には現代経済の最も早く成長しつつあるサービス部門において現れる不

均衡であ った。ではこの所得分布の分極化は１９８０年代にどのように現れたのだろうか
。

　モレンコフ（Ｊ　Ｈ　Ｍ．１１．ｎｋ．ｐｆ）を中心とする研究クループは，ニューヨーク市議会の委託を受

けた調査レポート『ミドルの空洞化』の中で，１９８０年から９０年までの雇用の増減と産業別実質所

得増加額の中間値（４，２００ドル）を基準にして，市内の産業を４つのグループに分類している（表

８参照）。

　第１グループは，この問に約１７％の雇用を失い実質所得は加重平均でわずか５％しか増加しな

かった資本集約的なハイテクエ業と運輸，通信，卸売業，百貨店業なとである。これら部門は

１９８０年代の初めには比較的高い中位所得を得ていたが，８０年代に生産過程と競争環境の急激な再

編成を経験し，経営組織のタウンサイシンク ，事業部門の統合 ・閉鎖 ・移転が進んだ。石油工業 ，

乗用車工業，航空運輸業では実質所得の切り下げが生じている 。

　第２グループは，いっ そう大きく雇用を減少させたが（マイナス３６％），実質２４％の所得増を得

た。 おもに衣料，新聞印刷，建築資材産業など労働集約的な都市型工業が含まれているが，職種

構成の再編を通して市場の新しい条件に対する適応に成功した産業である。最も注意を引くのは

１０年間に雇用の３分の１を失ったが所得を２５％増加させた衣料産業であって，下請けや家内労働

の生産工程と緊密に接触して高級な完成品をつくるテザイン部門の成功を表している
。

　第３グループの雇用は２５％増加するとともに，所得は３６％と最高の伸びを示した。ここにはニ

ューヨーク市のサーピス経済の中核である生産者サーヒスの大部分が含まれている 。最も大きく

所得が増加したのは法律サービスである。そしてこれらの高度サービス部門の拡大が，不動産建

設フームと結ぴつき ，また耐久財卸売業や小売業の特殊部門の拡大を刺激した。しかし生産者サ

ービスの就業者に占める市内在住者の割合は１９８０年において８０％にすぎず，さらに９０年までに

３．６％低下した 。

　第４グループの雇用も２５％伸びたが，所得の増加は平均より低い１２％であった。ここにはさま

さまの対人サーヒスと杜会サーヒスが含まれる。生産者サーヒスに属する土木 ・建築設計業もこ

のグループに入れられているが，これは１９８０年代末の不動産不況に伴いこの部門の労働市場が急

速に悪化したことを反映している 。

　以上のように，１９８０年代には雇用が減少する製造業部門と拡大するサービス部門とが，それぞ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１２）
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表８　雇用と所得の変化による産業の区分 ：１９８０－１９９０年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位 ：人，ドル（１９９０年ドル価値換算）

産　業　群 雇用変化 所得変化
１９９０年の平

産　業　群 雇用変化 所得変化
１９９０年の平

均所得額 均所得額

１． 雇用減 ・低所得増 耐久財小売業 ８， ９３６ ４， ３５１ ．２２ ２２ ，６７０ ．９０

非耐久財工業 一１０ ，４５４ ５０７ ．１０ ２６ ，５２６ ．２９ 非耐久財小売業 ２８ ，３３８ ４， ６８３ ．４８ ２１ ，４２３ ．９５

製紙工業 一８ ，６５９ ２， ８０９ ．９４ ２６ ，９１４ ．５７ 銀行業 ８８ ，４８７ １５ ，５１０ ．４４ ４２ ，４６９ ．０１

石油化学工業 一５ ，５１３ 一２ ，２７８ ．０１ ２７ ，９１２ ．５０ 広告産業 ４， ９８２ ７， ７７８ ．７０ ４０ ，８５５ ．８６

その他の機械工業 一２ ，７３８ ４， １３９ ．６！ ２７ ，１１８ ．９５ 臨時雇人業 ６， １２５ １２ ，４１８ ．７９ ２７ ，７６３ ．４４

電気機械工業 一１５ ，０５３ ２， ９９６ ．２２ ３０ ，０６１ ．３０ コンピュータトビス業 ３， ９２５ ９， １！２ ．７１ ３７ ，０６６ ．２８

自動車工業 一４ ，４５９ 一１ ，１５６ ．４１ ２５ ，０３８ ．３６ 保健サービス業 ９４ ，４１５ ５， ７７２ ．２７ ２７ ，１６１ ．０１

工学機械工業 一３３９ １， ８２６ ．５９ ２１ ，３８２ ．４４ 法律サービス業 ３９ ，２３８ １７ ，６１６ ．８４ ４０ ，２０５ ．４７

運輸業 一６ ，１９２ ３１５ ．０ユ ２７ ，５７６ ．１８ 文化サービス業 １０ ．１２３ ４， ４７９ ．４２ ２４ ，５８２ ．６６

航空運輸業 一２ ，７６２ 一３ ，０５８ ．９０ ２９ ，９５７ ．４３ 会計サービス業 ７， ６９５ ８， ０５６ ．６４ ３１ ，４５１ ．７２

電気通信業 一４ ，４５７ ３， ３７２ ．８１ ３８ ，６６２ ．２９ 経営コンサルタント業 ７， １５２ １０ ，５５９ ．１３ ３９ ，５９１ ．３８

非耐久財卸売業 一１０ ，２７２ ３， ５５７ ．３７ ３２ ，３０７ ．３６ その他の専門サービス業 ９， ０４４ ９， ３０１ ．９３ １９ ，２８１ ．７２

百貨店業 一１８ ，２０！ ３， ２５６ ．１９ １９ ，５５２ ．９８ 公務 １９ ，１８２ ５， ９８７ ．３１ ３４ ，１６０ ．９ユ

２． 雇用減 ・高所得増 ４． 雇用増 ・低所得増

鉱　　業 一１ ，０４２ ６， ０８７ ．７１ ４４ ，７４３ ．６４ 農　　業 ３， ５３７ １， ８４８ ．Ｏユ １７ ，６８３ ．２ユ

衣料産業 一６０ ，７７５ ４， ６５０ ．５５ ２３ ，３４１ ．６０ タクシー業 ７， ２８３ １， ７７８ ．３ユ ２４ ，４６４ ．１９

新聞印刷産業 一１ ，６８８ ６， ５９４ ．８７ ３７ ，６２４ ．０６ 郵便サービス業 １０６ ３２２ ．４８ ２９ ，０４４ ．０４

化学工業 一１３ ，０７９ ７， ３３３ ．００ ３９ ，７６７ ．２０ 食料品販売業 １０ ，３２０ １， ５４３ ．３８ １４ ，４６８ ．５７

皮製品工業 一６ ，９１１ ６， ５３８ ．２４ ２２ ，０５８ ．３０ レストラン ・バー １６ ，２５５ ２， ６７５ ．６９ ユ４ ，４５５ ．８２

建築製品工業 一３ ，５４２ ６， ８１８ ．０８ ２６ ，２！８ ．８８ 保安サービス業 ８， ３４５ １， ７５ユ ．４９ １８ ，８０８ ．０１

金属製晶工業 一５ ，３７１ ７， ２２５ ．５５ ３１ ，２５７ ．９０ 修理サービス業 ２７ ，５９１ ３， ２３９ ．５３ ２３ ，４０３ ．５６

機械工業 ’７ ，７１６ ６， １７０ ．３１ ３０ ，０６２ ．４３ ホテル ・モーテル業 ２８ ，７７８ ２， ５５６ ．２９ １５ ，３７０ ．６１

事務機製造業 一４ ，１６９ ５， ２９８ ．６６ ４０ ，１７９ ．８３ 対人サービス業 ８， ３５６ ２， ２３０ ．８３ １４ ，５１０ ．６２

３． 雇用増 ・高所得増
興業サービス 業 １５ ，８２７ ４， ０１８ ．７９ ２５ ，９９６ ．８４

建設産業 ６７ ，６４８ ６， １１９ ．６２ ２８ ，９６５ ．１６ 教育産業 ７７ ，２３１ ３， ５５２ ．３３ ２６ ，０７４ ．４２

印刷産業 １， ６７９ ６， ５９９ ．７０ ３３ ，８３６ ．８６ 杜会サービス業 １６ ，４３１ ３， ６５０ ．８２ ２０ ，３９３ ．２１

公益事業 １， ２３４ ４， ４７４ ．０８ ３７ ，Ｏ０８ ．４０ 土木 ・建築業 ２， ９６７ １， ６２９ ．７２ ３４ ，５５５ ．２５

耐久財卸売業 １， ４４８ ５， ００！ ．３５ ３２ ，１４０ ．１９

（出所）Ｎｅｗ　ＹｏｒｋＣｉｔｙＣｏｕｎｃｉ１，Ｈｏ〃舳１〃 丁加洲〃Ｚ６．１９９７，ｐ．３６

れ実質所得の所得の増加と停滞を基準として２つのグループに分かれた。この過程で事務労働者

はすべてのグループで減少したが，それは衰退する第１グループと成長する第３グループの両方

において最もはっきりと現れた。また熟練 ・技能工や機械 ・組立工などの生産労働者の減少率は ，

第１グループと第２グループの製造業のいずれにおいても大きく進んだのである 。

　こうした動きの結果，それぞれのグループが１９９０年に獲得することになった所得の平均値を比

べると ，第４グループのそれは第２ ，３グループは言うまでもなく ，最も停滞的な第１グループ

にも及ばないものが多い。こうして中所得の事務労働者と生産現場労働者の減少に伴って雇用が

増加したサービス部門に，非常に高い所得を得る部門（第３グループ）と非常に低い所得を得る

部門（第４グループ）との分極化が進んだことがわかる 。（第４グループの例外はサービス経済の分類

において生産者サービスに通常含まれる土木 ・建築業であって，取得水準は同一範曉のサービスが含まれて

いる第３グループに匹敵している）。 しかもサ ッセンが述べるように，これらの産業の底辺にはさら

に統計には表れてこない経済の非公式部門のきわめて劣悪な低賃金労働が広がっていることに留

意しなければならない 。

　市議会のレポートは，さらに市内に立地している全産業の職種を時間当たりの相対的賃金水準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１３）



１２６ 立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

表９　賃金水準別職種の分布

　　　　　　　　　　（単位 ：％）

（出所）Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ　Ｃｉｔｙ　Ｃｏｍｃｉ１，Ｈｏ〃ｏ吻

　　〃丁加〃〃ル，１９９７，Ｐ２４

１２．Ｏ０

１０，００

８，００

６，００

４，００

２，００

０．００

１８．００

１６．００

１４．００

１２．Ｏ０

１０，００

８，００

６，００

４，００

２，００

０．００

図６　 ニューヨーク市の人種民族別の時間当り平均稼得額 ：２５～４４歳

高校卒業資格無し　　　　　　　　　　　　　　　　高校卒業

白人　　黒人 アジア系ヒスパニック

短期大学卒業

１６．００

１４．００

１２．００

１０，００

８，００

６，００

４，００

２，００

０．ＯＯ

（単位 ：ドル）

２５ ．００

白人　　黒人　アジア系ヒスパニック

４年制大学卒業

２０．００

１５．００

１０．ＯＯ

５． ００

（出所）

Ｏ．００

　白人　　黒人　アジア系ヒスパニック　　　　　　　　白人　　黒人　アジア系ヒスパニック

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　囮１９８０年　　■１９９０年
Ｃ１ｔｙ　ｏｆ　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ　Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃ１ｔｙ　Ｐ１ａｎｍｎｇ，丁加Ｎ３ｚリ

ｙ；ｏ

〃Ｃ〃Ｚｏ６ｏブ ハｏｒ〃１９７０．１９８０＆１９９０ ．
１９９５
，ｐｐ
．４３ －４４

によって高 ・中 ・低の３ランクに区分し，各ランクに就業する労働者数の比率の変化を示してい

る（表９参昭）。 選ばれている年次は，ニューヨーク市の雇用状況が最悪であ った１９７７年，活況の

ピークである８９年，次の不況の底であった９１年および回復期の９６年である 。１９８０年代の様子を知

るために１９７７年と８９年を比べると ，低賃金職種の比率が３９％から３０％へ低下し，中所得と高所得

の比率が上昇している。経済の活況による雇用情勢の好転がさまざまな職種の賃金水準を引き上

げたのである。しかし，ここで補足的にニューヨーク市の都市計画部が作成した図６よって ，２５

歳から４４歳の年齢層に属する労働者の時間当たり平均賃金の変化を，異なる教育水準と人種 ・民

族集団について見ると ，１９８０年代にはいずれの教育水準においても白人とその他の集団との格差

が広がった。そして１９９０年には高等学校卒業資格をもたない白人の賃金水準が，他集団の高校卒

業有資格者のそれより高いばかりではなく ，アジア系とヒスパニノク系の短大卒の平均賃金より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１４）



　　　　　ニューヨーク市の構造転換と分極化（横田）

表１０所得水準別家族に所属するニューヨーク市民の分布の変化

１２７

（単位 ：％）

貧困層 中流下層 中流層 富裕層 貧困層 中流下層 中流層 富裕層

１． 全市平均 １９９１ ４３ ．８ １４ ．Ｏ ２７ ．４ １４ ．９

１９７７ ４５ ．７ １２ ．９ ３３ ．３ ８． Ｏ １９９６ ６２ ．９ １０ ．３ １８ ．６ ８． １

１９８９ ４１ ．１ ９． ９ ３５ ．２ １３ ．８
４． 家族形態

１９９１ ４１ ．９ １１ ．４ ３１ ．Ｏ １５ ．８

既　　婚 ：１９７７ ３８ ．Ｏ １５ ．９ ３７ ．１ ９． Ｏ
１９９６ ４８ ．６ １０ ．０ ２９ ．２ １２ ．２

１９８９ ３３ ．４ ９． ５ ４０ ．５ １６ ．７

２． 人種 ・民族 １９９１ ３４ ．６ １２ ．５ ３４ ．３ １８ ．７

黒　　人 ：１９７７ ５９ ．Ｏ １１ ．Ｏ ２７ ．Ｏ ２． Ｏ １９９６ ３９ ．１ ９． ３ ３５ ．８ １５ ．８

１９８９ ５０ ．Ｏ １３ ．Ｏ ３１ ．Ｏ ６． Ｏ 単　身 ：１９７７ ５４ ．２ ８． ６ ２９ ．５ ７． ７

１９９１ ５２ ．Ｏ １２ ．０ ２６ ．Ｏ ９． Ｏ １９８９ ４４ ．Ｏ １１ ．１ ３０ ．４ １４ ．１

１９９６ ６０ ．Ｏ １３ ．Ｏ ２２ ．Ｏ ５． Ｏ １９９１ ３７ ．６ １２ ．２ ３３ ．８ １６ ．４

白　人 ：１９７７ ３３ ．Ｏ １４ ．Ｏ ４ユ ．Ｏ １２ ．Ｏ １９９６ ４６ ．３ １０ ．５ ２９ ．５ １３ ．７

１９８９ ２５ ．Ｏ ９． Ｏ ４３ ．Ｏ ２２ ．Ｏ
５． 学　　歴

１９９１ ２６ ．Ｏ １１ ．Ｏ ３８ ．Ｏ ２５ ．Ｏ

初等教育 ：１９７７ ６８ ．３ １０ ．４ ！９ ．８ １． ４

ユ９９６ ２９ ．Ｏ ８． Ｏ ４０ ．Ｏ ２３ ．Ｏ

ヒスノざ二　　　　
：１９７７

ク

１９８９ ６８ ．２ ４． Ｏ ２２ ．８ ５． Ｏ
７３ ．Ｏ ９． Ｏ １７ ．Ｏ １． Ｏ

１９９１ ７２ ．５ ９． ３ ！５ ．８ ２． ５
１９８９ ５９ ．Ｏ ８． Ｏ ２２ ．Ｏ １０ ．Ｏ

１９９６ ７９ ．６ ７． ２ ７． ５ ５． ７
１９９１ ６３ ．Ｏ ９． Ｏ １９ ．Ｏ ８． Ｏ

高校卒業 ：ユ９７７ ４９ ．７ ！４ ．６ ３０ ．５ ５． ２
１９９６ ７０ ．Ｏ ７． Ｏ １８ ．Ｏ ５． Ｏ

１９８９ ４６ ．５ １２ ．３ ３３ ．８ ７． ３

３． 性別世帯主 １９９１ ５１ ．３ １１ ．５ ２７ ．７ ９． ５

女　　性 ：１９７７ ７１ ．６ ４． ６ ２３ ．５ ３． ３ １９９６ ６０ ．Ｏ １０ ．７ ２３ ．５ ５． ７

１９８９ ５６ ．５ ８． ７ ２７ ．１ ７． ６ 大学以上 ：１９７７ ２０ ．２ １２ ．７ ４５ ．１ ２１ ．９

１９９１ ６７ ．９ ６． ３ ！９ ．Ｏ ６． ８ １９８９ ２２ ．５ ８． １ ３７ ．９ ３１ ．５

１９９６ ６７ ．２ １０ ．９ １７ ．９ ４． １ １９９１ １５ ．３ １０ ．３ ４０ ．９ ３３ ．５

男　性 ：１９７７ ５０ ．Ｏ １０ ．２ ３０ ．４ ９． ４ １９９６ ２２ ．１ ８． ５ ４２ ．６ ２６ ．７

１９８９ ５５ ．３ １７ ．１ ２５ ．６ ２． １

（出所）Ｎ．ｗ　Ｙｏ．ｋＣｉｔｙＣｏｕｎｃｉ１，ｉｂｉｄ ．， ｐｐ．１４－１６の表２－ ６を合成した 。

も高くなった。この事実は，１９８０年代のニューヨーク市において高校生のドロッ プアウトの増大

が大きな社会問題のひとつになったことを考え合わせると ，人種 ・民族間の格差の拡大を伴って

進む分極化の複雑な側面を示すものといえよう 。

　つぎに市民の世帯別所得の変化を見よう 。表１０は，家族規模により調整された中位家計所得

（・１…　ｄｊｕ・ｔ・ｄ　ｍ・ｄ１・ｎ　ｆ・ｍ１１ｙ　ｍ・・ｍ・）を基準として，２５歳から６４歳までの市民を世帯王とする家計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
を４つのクラスに分けて，さまざまの視点からその構成の変化を示している 。ここでも１９８０年代

の変化を知るために１９７７年と８９年に注目すると ，貧困層から富裕層へむかう所得階層の上昇が生

じ， ミトルクラスと富裕層に属する世帯のウェイトが高まったことがわかる（例外はこれと逆の動

きを示した男性を世帯主とする家計である）。 こうしてミドルクラスは経済の拡張期に６０億ドルの追

加的所得をうけとったと計算されている。しかし所得分配のシェアにおいてはこの過程で富裕層

世帯のみが増大し，ミトルクラスと貧困層の取り分は減少した。このような分析をもとに市議会

のレポートは次のように述べている。ｒ経済全体における所得の急速な成長は１９８０年代の拡張期

に発展し始めた所得分配の悪化を覆い隠していた。しかし成長が停止したとき ，ますます不平等
　　　　　　　　　　　　　　２０）
になる分配問題があらわになった 。」

　最後に，分極化はニューヨーク市の各区のあいだで，マンハッタンとその他の区との格差の拡

大をもたらした。１９８０年と９０年の全市の実質世帯別所得中位値（１９８９年トル価値換算）は２８４％上

昇したが，各区のそれはマンハッタンが圧倒的に大きく３８．４％も伸びた以外は，ブルックリン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１５）



１２８ 　　　　　　　文命館経済学（第４８巻 ・第４号）

図７　 ニューヨーク市のコミュニティ別世帯所得中位値 ：１９９０年

ニューヨーク市：２９．８千ドル

マンハッタン　：３２ ．２

ブロンクス　　：２１ ．９

ブルックリン　　：２５ ．７

クィーンズ　　：３４．２

スタッテン島　：４３ ．７

（１９８９年ドル価値換算）

ぼ

ｏ

ｏ　ｏ

　　　　　　　　　　　　　慶璽 全市平均中位所得の７０％未満

　　　　　　　　　　　　　黎全市平均中位所得の９０－７０％

（出所）Ｃ１ｔｙ　ｏｆ　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ， Ｄｅｐａ討ｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃｌｔｙ　Ｐ１ａｍｍｇ，３０６２０３６舳ｏ舳６ ル功伽，１９９３より作成

　　した 。

２８ ．６％，スタッテン 島２３ ．４％，クイーンズ１９ ．８％，ブロンクス１９．６％にとどまった。とりわけマ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
ンハッタンとクイーンズ，ブロンクスとのあいだには１９％近くの格差が広がっている 。

　こうした所得分布の地域的分極化は，市内の各コミュニティの間により際立ったコントラスト

をつくっている。成田孝三はニューヨークの地域的分化を詳細に検討した論考において ，１９７９年

の所得分布の分極化をコミュニティ別に示し，所得水準が特別に低い地区が，黒人とヒスパニッ

ク系住民が圧倒的な割合で集中している北ブルックリン地区と上部マンハッタンからブロンクス

南西部にかけてのハーレム川両岸地域という２つの地帯に集中していることを指摘した。図７は ，

成田の手法にならって１９９０年における所得分布の地域的分極化の様相をとらえている 。北ブロン

クスの一部で急速な所得の上昇が見られるが，基本的なパターンは１９７９年から大きく変化しては

いないといえよう 。そしてこれらの最貧地区に隣接してニューヨーク市経済の中核が立地する中

央業務地区（。。ｎｔ。。１ｂｕ．ｍ。。。 ｄ１．ｔ．１．ｔ）と最高所得水準地区が展開するというコントラストはいっ

そう鋭くなった 。

（６１６）



ニューヨーク市の構造転換と分極化（横田） １２９

Ｖ． 「世界都市」の社会的 ・空問的構成

　タブ（Ｗ．Ｔ．ｂｂ）は，１９７５年にニューヨーク市が陥った財政危機とその再建の政治経済的意味
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）を「地球規模の再編成過程の一部として都市の構造転換を発生させた生産様式の変化」に注目し

て明らかにした著書において，次のように述べている 。

　「要するに，ニューヨーク市において増大しつつある移民労働者は　　彼らの多くは末登録労

働者であるが　　，ホテルとレストランの汚い仕事をし，製造業における低賃金雇用をみたして

いる・彼らはニューヨーク経済の絶対必要部分を構成している。現象としては，それらのことは

ニューヨークに独白なことではなく ，合衆国にとってさえも独自なことではない。『外国人労働

者』と他の移民の増加は，ほとんどの先進資本主義経済に見られることである。労働の国際化の

増大は，法人企業の中枢管理機能の成長によって表される資本の国際化に対応するものである
。

ニューヨーク市は頂点おいても（多国籍銀行本杜と多国籍企業本社），底辺においても（未登録労働者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
の増大）ますます世界都市になってきているのである 。」

　この視点は「世界都市」の労働市場を分析したサ ッセンと同一のものであるといえよう 。ニュ

ーヨーク市が「世界都市」に成長する過程ですすむ経済の脱工業化と分極化は，現代資本主義の

生産様式の変化を基礎とする経済のグローバルな再編という単一の過程にはらまれた矛盾が，現

代都市の構造転換として現れる一形態である。ｒ都市からの資本の引き上げと都市の放棄は，法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）人企業の集中しているマンハッタンのダイナミックな成長と同時に進行する」とタブは述べる

。

彼によれば，このような構造転換過程に現れる外見的には対立する動向を保守主義の立場からと

らえるときに生み出されたのが，ニューヨーク市の分極化を，一つの都市の中にｒ福祉によって

支えられた貧困と暴力の都市」と「仕事を志向し，雇用をつくりだす都市」が存在する「二都物
　　　　　　　　　　　　　　２５）
語」として理解することであ った 。

　サ ノセンは，ニューヨーク市における分極化の政治的 ・社会的意味を，現代資本王義経済の新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）たな生産様式への移行に伴う資本一労働関係の再編成をあらわす指標であると理解する。彼女に

よれば，１９７０年代から急速に増大する移民労働者の流入は，グローバルな経済システムの管理と

統御にあたるアメリカ経済の戦略的拠点としてのｒ世界都市」における低賃金労働力確保という

課題を解決するものであった。「低賃金労働を最大限に利用し，資本に対する労働側の力を強め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）るような諸制度の作用を最小化すべく ，資本一労働関係を再組織すること」は，アメリカの大都

市において伝統的に低賃金労働力を供給してきた社会集団が１９６０年代から７０年代初期に政治的力

量を高め，ニューヨークやロサンジェルスのような主要中心市で全国水準を上回る高賃金を実現

するようになったために，きわめて切実な課題となっていたのである。こうしてサ ッセンによれ
ば， ニューヨーク市が「世界都市」に成長する過程ですすむ経済の脱工業化と分極化が意味する

のは「単なる通常のときの階級闘争ではなく ，基幹的な経済部門の大規模な構造転換と集中がす
　　　　　　　　　　　２８）
すむ時機における階級闘争」の現れであ った 。

　カステル（Ｍ．Ｃ・・ｔ・ｌ１・）とモレンコフは，ニューヨーク市の脱工業化と分極化を，現代資本主

義の新しい生産様式に照応するｒ新しい支配階級」としてのｒグローバルな金融エリートと連合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１７）



　１３０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

　　　　　　　　　　２９）
した管理専門家の支配」（ｍ．ｎ．ｇ。。。。１ｔ。。ｈｎ。。。。。ｙ．１１１．ｄ　ｔ．ｔｈ．ｇｌ．ｂ．１丘ｎ．ｎ．１．１．１１ｔ。）が形成される杜

会的過程として理解する。彼らは現代のニューヨーク市にうまれた新しい不平等の形態を考察し

た共同著作の終章で，この都市を構成する６つの主要な職種構造を分類している 。（１）白人男性を

主体とする管理 ・専門職グループ，（２）人種 ・民族的に多様な女性の事務労働者階級，（３）賃労働ま

たは自営のかたちで圧倒的に移民の不熟練労働力により行われているさまざまのサービス部門 ，

（４）白人移民とアメリカ生まれの黒人とに分割され，その内部に性差による階層を含んでいる公共

部門，（５）男性と女性のラテン系労働者が高い割合で集中している ，格下げされた製造業部門
，（６）

黒人とプェルトリコ人を主体とするマイノリティの若者と女性の世帯主が大きな割合を占める非
　　　３０）
公式部門 。

　カステルとモレンコフによれば，ニューヨーク市の社会構造は，以上６つの人種 ・民族 ・性の

分化によって複雑に交差する職種の分節とさらにそれらに含まれない集団との間の相互作用によ

って決定されるが，その全体的展開を支配しているのは以下の２つの明確なコントラストを描く
　　　　　３１）
対抗力である 。

　Ａ，法人企業部門の専門職上層（高度法人企業サービス）が，管理職と専門職のより広範な社会

層を統合するための組織的中枢を形成している。それらは，最先端の情報通信技術にささえられ

たグローハルな情報流通空問の結節環を握り ，自らの利益が直接的にニューヨーク市の法人企業

部門の発展と結合しているひとつの凝集した社会的ネ ットワークをつくりあげ，杜会の中核を構

成する。白人男性を主体とするこの中核集団が「世界都市」の新しい支配階級である 。

　Ｂ，周辺の従属階級を構成するその他の社会層は，多様な人種 ・民族的少数集団によって構成

されている。それらはますます多様な地位を占め，かつ多元的な価値と利益をもつようになった 。

このため近隣住区の生活はますます多様で断片的となり ，これらの集団の連合を妨げている 。

　１９７０年代と８０年代にすすんだニューヨーク市の空問構成の変形も ，以上のような社会構造の形

成に対応している。土地利用の変更と局層住宅やオフィスヒルの建設は，市内の特定の住区（特

にマンハッタンで）から貧困な人々や少数集団を追い出し，白人ミドルクラスの居住地域と人種

的・ 民族的少数集団の定住地へ，住民を分離する傾向を強めた。そして住民の多数を占めるよう

になった少数集団が住む地域は，ますます人種的 ・民族的 ・文化的に多様となりつつある 。こう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
してニューヨーク市の空問は，二元的であると同時にますます多元的になりつつある 。

ｗ． 展　　　　　望

　前節でとりあげた３つの見解は，いずれもニューヨーク市経済の脱工業化と分極化の過程に ，

現代資本主義の新しい生産様式に照応する新しい社会 ・階級構造の形成を見出している。その中

核に析出されているのはｒグローバルな金融寡頭制の支配機能を遂行する社会層としての管理職

と専門職の集団」である。この意味でそれは，１９７０年代から進み始めた現代アメリカ資本主義経

済の構造転換過程で「世界都市」としての役割を割り当てられた特殊な場所における社会 ・空間

構造の変形の形態であった 。

　しかしニューヨーク市の変貌を理解するためには，うえで述べたような経済社会の新しい発展

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１８）



ニューヨーク市の構造転換と分極化（横田）

　　　図８　雇用変動率の推移
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実　　　　　績 見通し

口全米の雇用

■ニューヨーク市の民問雇用

ニューヨーク市の
サービス部門の雇用

◆

段階への移行に注目する巨視的な視点だけではなく ，循環的な視点も必要であると思われる 。こ

の小論が主として分析したのは，経済がサーヒス部門を推進力として拡大した好景気の１９８０年代

の様子であ った。しかしニューヨーク市議会のレポートが述べたように，この経済の拡大期に隠

蔽されていた所得分布の分極化は，１９９０年代の不況のなかで拡大してあらわになるのである
。

　図８に示された雇用動向によると ，ニューヨーク市の景気後退は全米に先駆けて１９８７年のブラ

ックマンデーの直後から始まり ，回復は全米の動きに遅れ１９９４年から始まる。９１年を転機として

サーヒス部門が牽引力となって雇用の拡大が始まるが，増加率が全米平均を上回るのはようやく

９８年のことである。ニューヨーク市経済の脱工業化は９０年代の不況期にさらに加速した。ここで

再ぴ表９を見ると ，景気後退が始まった１９８９年から回復期の９６年の間に，時間当たり賃金が中程

度の職種の割合は大きく低下して，高賃金職種がやや高まるのに対して，低賃金職種は急増して

いる 。また表１０は，市民の世帯別所得水準の構成もミトルクラスが大幅に減少し，貧困層の割合

が増加したことを示している。そしてこの過程で所得の取り分においても ，富裕層が大きくまた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）貧困層が小幅に拡大したのとは対照的に，ミドルクラスだけが縮小した。しかもこのような不況

期に加速する脱工業化と分極化のなかで，移民の流入はさらに大規模になり１９９０年から９４年まで
　　　　　　　　　　　３４）
の間に５６．３万人を記録した。ニューヨーカーの変貌は続いている 。

　こうした１９９０年代の変貌を分析して２１世紀初頭のニューヨーク市像を具体的に提示するには
，

２０００年センサスの結果を待たなければならない
。

（６１９）
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